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監査人による真実かつ公正な
概観の理解について
— Parker = Nobesの調査を手がかりとして一一
笹倉淳史
1. はじめに
前稿では， Nobes= Parkerによる財務担当取締役に対する調査を手がか
りとして，現実に，真実かつ公正な概銀が財務担当取締役によってどのよう
に遵守されているのか，また，それを通じて，イギリスの会計の特徴及びそ
れが抱えている問題点等を指摘することを試みた1)。
本稿は， Nobes = Parkerによる監査人に対する調査を手がかりとして，
真実かつ公正な概観が監査人によってどのように遵守されているのかを検討
することを目的としている丸
なお，本稿で利用した文献の調査結果は前稿で利用した文献の続編とも言
えるもので，前稿が会計報告書を作成する側からの真実かつ公正な概観の遵
守状況，そして，本稿が会計報告書を監査する側からの真実かつ公正な概観
1) 拙稿「真実かつ公正な概観の遵守状況—Nobes,=Parker の調査を手がかりとして
ー」関西大学商学論集第36巻第3号(1991年8月）C. W. Nobes and R.H. Parker, 
"'True and Fair': A Survey of Financial Directors," Journal of B訟 iness
Finance and Accounting, 18 (3), April 1991. 
2) R. H. Parker and C. W. Nobes, "'True and Fair': UK Auditors'View," 
Accounting and B匹畑ssResearch,, Vol. 21, No. 84, pp. 349-361, 1991: なお，
前稿で利用した両名の調査は， Journalof Business Finance and Accounting誌
に掲載されていたが，今回の両名の調査は， Accountingand Busi加 ssResearch 
誌に掲載されている。
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の遵守状況を取り扱っている。
2. イギリスの会計・監査制度と真実かつ公正な概観
前稿と同様に，彼らの調査を検討する前に，彼らの調査時点 (1989年夏現
在）のイギリスの会計制度を簡単に整理しておくことにする。
イギリスの会計は，主に，会計専門職の各団体から成る会計士団体諮問委
員会(ConsultativeCommittee of Accountancy Bodies : CCAB)が設置し
ている会計基準委員会 (AccountingStandards Committeeー以下， ASC
と略す）が公表する標準会計実務書 (Statementsof Standard Accoun-
ting Practiceー以下， SSAPsと略す）と，会社法及びその付則 (Schdule)
によって規制されている凡
会社法による会計の規制については， 1948年に会社法に導入された「会社
の個々の貸借対照表はその会計期末の会社の業務の状態の真実かつ公正な概
観を提供すべきであり，会社の個々の損益計算書は会計期間の損益の真実か
つ公正な概観を提供しなければならない。」 (1948年会社法第149条第 1項，
1981年会社法第149条第 2項， 1985年会社法第228条第2項， 1989年会社法第
228条第2項）という「真実かつ公正な概観」の規定と， 財務諸表の様式，
資産評価の基準等の詳細な会計規定を定めた会社法付則第4(以下では，「法
の詳細な会計規定」と略す）がある。
従来，イギリスでは会社法の中に詳細な会計規定を設けずに，「真実かつ
公正な概鍛」を提供すべしとする規定を設けるだけで，会計専門職団体（前
述した ASC)にその規制を任せるという方法を採用してきたが， EC第4
次指令を国内法化にあたって， 1981年の会社法改正時に詳細な会計規定を導
入した結果，以上のような少々複雑な会計規制の形態を生みだした。
なお，この「真実かつ公正な概観」の規定（第228条第2項）について，
3)これ以外にも，証券取引所上場規定，業種別会計実務勧告書等がある。
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更に，補足的な説明をしておく必要がある。この「真実かつ公正な概銀」は
付則第4の要件及び計算書類に記載される事項に関する法のすべての要件に
優先する（第228条第3項）ので，この規定が会計実践の上で最も重要なも
のとなること，そして，計算書類が「真実かつ公正な概観」を遵守するに足
る情報を提供できない場合には，必要な追加的な情報が提供されねばならな
いこと（同条第4項），また，追加的情報を提供しても， 特別の事情のため
に「真実かつ公正な概観」を提供できない場合には離脱することが認められ
ている（同条第5項）。更に，その離脱を行った場合には， その明細， 理由
及び影響が説明されねばならない（同条第6項）。
また，監査については，会社の会計監査人は会社の貸借対照表及び損益計
算書が法の規定に従って適正に作成されているかどうかに関する会計監査人
の意見，及び貸借対照表及び損益計算書が真実かつ公正な概銀を提供してい
るかどうかの監査人の意見を会計監査人報告書に記載しなければならない
（第236条第2項），と規定されている。
この監査の実際的な運用に関しては， 1980年に監査実務委員会(Auditing
Practice Committee: 以下ではAPCと略す）が公表した監査基準(Auditing
Standards and Guidline)に依存している4)。それには， 序文，監査基準
「監査人の業務実施基準」，同「監査報告書」，ガイドライン「計画・統制・
記録」，同「会計制度」，同「監査証拠」，同「内部統制」，同「財務諸表のレ
ビュー」，同「監査報告書例」が含まれている。 ここでは， 本稿のテーマで
ある真実かつ公正な概銀に関係が深いと考えられる「財務諸表のレビュー」
と「監査報告書」を簡単に取り上げておくこととする。
まず，「財務諸表のレビュー」では， 監査人が監査意見を形成する際に，
会計方針，一般的レビュー，表示及び開示，種々の規制を遵守してるかが重
要であることが指摘されている5)。会計方針では① SSAPsが遵守されてい
4) Auditing Practice Committee, Auditing Standards and Guidline, 1980 April, 
なお， 198~に一部改訂が行われた。
5) Ibid., Review of Financial Statement. 
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るかどうか， あるいは， SSAPsがない場合にその会計処理は是認されるの
か，③前年度の会計方針と一貫しているか，⑧企業全体に適用されているか，
④ SSAP 2「会計方針の開示 (Disclosureof Accounting Policies)」の要
求に従って開示されているかによって， レビューされる。次に，一般的レビ
ューでは，財務諸表で示された企業の営業成績及び財政状態が基盤となって
いる事業環境についての監査人の知識と合致するかを，監査人が考慮しなけ
ればならないことを要求している。表示及び開示では，読者が財務諸表から
得る結論に納得でき，事業環境と一致することを保証するために，財務諸表
上の情報を考慮すべきことが要求されている。また，採用された表示方法あ
るいは会計方針に影響を及ぼす新しい要因を監査人が開示したかどうかを考
慮すべきことが要求されている。更に，財務諸表が種々の規制（例えば，法
令， SSAPs,他の適用可能な規制）に従って作成されているかどうかを監査
人がレビューする際に，チェックリストの利用が役立つであろうと述べられ
ている。
次に，「監査報告書」については以下のように述べられている6)。監査人は
監査報告書上，特に，①是認された監査基準に従って監査されたかどうか，
R監査人の意見として，財務諸表が真実かつ公正な概観を提供しているかど
うか，⑧適切な法またはその他の要求によって規定された特定の事項，につ
いて明確に言及しなければならない。なお，特に，真実かつ公正な概観が提
供されていると監査人が意見表明した場合は，以下のことが満たされている
ことを意味するとしている。①適切な SSAPsは， それらが実際的でない
か，あるいは当該状況を考慮すると不適切であるかあるいは誤解を招く概観
を提供するという正当な理由のために，それらが厳格に適用できない状況を
除いて，適用されていること，③ SSAPsが対象としていない重要な会計方
針（の開示）が事業の環境にとって適切であることである。
以上のことから，計算書類を作成する取締役にとってもその計算書類を監
6) Ibid., Auditing Reportなお， 198領に若干の改正が行われた。
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査する会計監査人にとっても，真実かつ公正な概観が提供されているかどう
かの判断は非常に重要な意味を持っているということができる。これらのこ
とを念頭に置きながら，彼らの調査を検討してみることにする。なお，周知
のとおり1989年に会社法が改正され，会計規定も若干改正された。この改正
点については必要に応じてふれることとしたい。
3. 調査の概要
(1) 調査対象と考慮事項
彼らは前回の調査と同様にインクビューを含んだ質問票による調査を行な
っているが，その対象をイギリスの監査事務所を代表すると考えられる上位
20の調査事務所とした。それには，世界的に有名なビッグ・エイトとそれに
続く12の監査事務所（以下では「次12」と略す）が含まれていた。アルファ
ベット順に示すと次のようになる％
Arthur Andersen 
Arthur Young 
Binder Hamlyn 
Clark Whitehill 
Coopers & Lybrand 
Deloitte, Haskins & Sells 
Ernst & Whinney 
Grant Thornton 
Hodgson lmpey 
Kidson 
KPMG Peat Marwick McLintock 
Moore Stephens 
Moores & Rowland 
Neville Russell 
Pannell Kerr Foster 
Price Waterhouse 
Robson Rhodes 
Spicer & Oppenheim 
Stoy Hayward 
Tonche Ross 
7)前回の調査時点から上位20の監査事務所はその順位が若干変わり，また，周知の
ように，合併によって現在は17社に減少しているが，その構成する事務所は変わっ
ていない。知り得るところでは， Arthur YoungとErnst& Whinneyが合併
しErnst& Youngに， Deloitte,Haskins & SellsとToucheRossが合併し
Deroitte & Toucheとなった。
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彼らは，「Times1985/86」誌上の上位900社の財務担当取締役を対象とし
た先の調査とも比較ができるようにするために，当該会社の監査人を特定す
ることも必要であると考えた。その結果，監査事務所が判明している被監査
会社のうち80彩以上が，先のリストに含まれている20の監査事務所のうちの
14の監査事務所によって監査されていると述べている8)。
次に，調査票によって調査を行うことに対して，①質問した内容を回答者
が誤って理解する危険性，③被監査会社からの回答を質問者が誤解する危険
性，⑧回答の微妙な差異を把握できない危険性，という 3つの一般的な批判
があることについて，これら批判は，自らの調査についてはあてはまらない
ことを以下のように説明している。まず，調査は，上位20社のすべての代表
者と 1~3時間の個人的なインタビューを行っており，これはサンプルとは
いえないが，上位20社の全ての母集団の調査と考えられ，サンプルによって
調査を行う場合より適切な結論を得ていること。また，個人的なインクビュ
ーについては，監査事務所において，複数のテクニカルパートナーあるいは
テクニカルサービスのディレクターと同等の人にインタビューを行ってい
る。このテクニカルパートナーは被監査会社の監査には直接タッチしていな
いが，相当の経験を持っているし，真実かつ公正な概観の意味を調査するた
めの興味のある実例に精通していることである。テクニカルパートナーはお
そらくその被監査会社（取締役）に迎合した見解を表明しないだろうと考え
られる。以上の理由から，上記の批判は当たらないという。
インタビューは， 1989年夏に実行された。この時期は， 1989年会社法の施
行前で，彼らの行った取締役と監査人の調査との間に環境の重要な変化はな
かったといってよい9)0
8)上位90tl:のうち57咋ヒは監査人が容易に識別でき，その575ftのうち47'7t(即ち
83彩）はこのリストに含まれている14の監査事務所によって監査された。
9)真実かつ公正な概観の規定については軽微な改正が行われている。 198笞F会社法
とそれ以前の会社法の相違は以下のようである。 1985年法では「真実かつ公正な概
観」の規定（第226条第2項）に続いてこの真実かつ公正な概観の規定は付則第4
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更に，質問票は，先に 2つの監査事務所のテクニカルパートナー及びその
他のテクニカルスタッフにパイロットインタビューを行っており，それによ
って一層よいものとなっている。
質問票を作成するにあたって，彼らは以下のことを考慮している10)。
(A) 監査実務委員会 (APC)によって公表された監査基準及びガイドライ
ン
この概要については 2章で既に論じたが，前述したように真実かつ公正な
概観の内容についてはほとんど説明がなかった。
(B) 指導的なイギリスの会計事務所の監査マニュアル
大多数の監査事務所の監査マニュアルは「真実かつ公正な概観」について
はほとんど記載がない。調査された監査マニュアルでは，会社法上真実かつ
公正な概観を提供することが法的義務となっていること，そして監査報告書
の意見区分の構成要素として「真実かつ公正である」と記載されること，ま
た，真実性及び公正性に関する報告が監査の主たる目的であることが述べら
れているだけである。
の要件と，計算書に及びその明細書その記載される事項に関する法のすべての要件
に優先し（第228条第3項），そして，計算書が「真実かつ公正な概観」を遵守する
に足る情報を提供できない場合には，必要な追加的な情報が提供されねばならない
こと（同条第4項），また，特別の事情のために（追加的情報を提供しても）「真実
かつ公正な概観」を提供できない場合には離脱を行った場合には，その明細，理由
及び影響が説明されねばならない（同条第6項）， となっていた。従って， 1985年
法では真実かつ公正な概観を提供できない場合には追加情報を提供し，追加的情報
を提供してもなお真実かつ公正な概観が提供できない場合には離脱するということ
であった。これに対して， 1989年法は， 1985年法と内容はほとんど同一であるが，
真実かつ公正な概観を提供できない場合には追加情報を提供する（同条第4項）
か，あるいは真実かつ公正な概観が提供できない場合には離脱する（同条第5項）
という 2つの方法のうち 1つが選択ができるようになったいう解釈が一般的である。
10) Parker=Nobes, 1991, pp. 350-1. 
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ここでは，彼らの所説に従って，そのマニュアルの一部を抜粋しておくこ
ととしよう。調査では，監査人のための真実性及び公正性の定義を試みた唯
ーのマニュアルは， Coopers & Lybrand (2986/7)のマニュアルである。
そこでは，真実かつ公正な概銀を提供することの一部として，実質が形式に
優先すべきであることが明かである (section101. 05), と述べられ，特に，
section 810.13では以下のように述ぺられている。
(a)誤解を招く，あるいは潜在的に誤解を招くような計算書は真実かつ公正
な概観を提供しない。
(b)人工的な取引 (artificialtransaction)は，それらが現実的であっても，
示されるぺきではない。
(c)債務，偶発債務及び責任の適切な会計及び開示が存在しなければならな
い。
また，このマニュアルでは， SSAPsに従うことが誤解を与える概観を提
供する可能性があることを述べているが，例示はあげていない (section
101. 08)。
次に， NevilleRusselの監査マニュアル (1988,Part 1. p. 230)では，
真実かつ公正については明確に定義されていないが，真実性と公正性を考慮
するということは，①採用された会計方針の適切性と一貫性を考慮すること
を含んでいること，②資産，負債及び損益が示す金額が「公正」であるかど
うか，⑧すべての重要な情報が開示されたかどうか，④個々の項目の総合的
な重要性を考慮して，計算書の読者の理解に資するような方法で財務諸表が
作成されるかどうか，そして，⑥適切なSSAPsが遵守されてきたかどうか，
であると明確に述ぺている。
(C) イギリスの財務担当取締役の調査結果11)
彼らが先に行った財務担当取締役調査の結果は，次のように要約される。
11)詳細については拙稿「前掲稿」を参照されたい。
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①大多数の取締役は真実性及び公正性を保証するために特別な行動をとら
ない。
②法の詳細な会計規定及び SSAPsへの準拠をチェックするために取締役
は主に監査人に依存しているが，真実かつ公正な概観を提供する要求への準
拠をチェックするために取締役は監査人にあまり依存していない。
③ほとんどの取締役は，「公正性」 と同ーなものとして「真実性」を考え
ている。
④少数の取締役は，真実かつ公正な概観を提供するために， SSAPsから
離脱している。
⑥何人かの取締役は，真実かつ公正な概観を提供するために，会社法の詳
細な会計規定から離脱しない。
⑥大多数の被監査会社はその監査人によって年次計算書が真実かつ公正な
概観を提供しているという言明を提供するよう要求される。
(2) 調査実施前の期待と質問票
以上の監査基準及びそのガイドライン，監査事務所のマニュアル及び過去
に行った財務担当取締役に対する真実かつ公正な概観の調査の結論から，彼
らは以下の 6つ期待を持って調査を行っている12)。
①監査事務所は，計算書が真実かつ公正な概観を提供しているかどうかを
テストするために，会社法の詳細な会計規定及び SSAPsへの準拠をテスト
するために利用する手続きとは異なった手続きをとらない。
②法の詳細な会計規定及び SSAPsの複雑さは増大したが，監査事務所は
計算書が真実かつ公正な概観を提供しているかどうかをテストするために行
う監査手続きを変化させなかった。
③監査事務所は「真実」であるものと「公正」であるものとを区別しない。
12) Parker-Nobes, 1991, pp. 351-2. 
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④監査事務所は，計算書が真実かつ公正な概観を提供することを保証する
ために，部分的に，被監査会社の取締役に依存している。
⑥監査事務所は，計算書上の取締役の意見の部分で，計算書が真実かつ公
正な概観を提供していることを述ぺるように被監査会社に対して要求してい
ない。
⑥ビッグ・エイトの監査事務所とその後に続く次12のイギリス監査事務所
の行動との間に差異が存在する。
なお，このうち最後の⑥については若干の説明が必要となろう。ビッグ・
エイトは巨大な多国籍監査事務所であり，その規模，名声やその監査を受け
ることから得られる利益等を考えてビッグ・エイトに監査を依頼する上場会
社が増大したことによって， ビッグ・エイトが被監査会社に従来以上の圧力
を与える可能性があること，ビッグ・エイトが真実かつ公正な概観について
一層複雑な見解を採用する可能性があること，更に真実かつ公正な概観の判
断上で論争が生じる可能性があること，といった問題が生じる可能性がある。
これはビッグ・エイトが世界的で指導的な監査事務所であることを背景とし
て，一般の監査事務所よりも積極的に真実かつ公正な概観を提供しているか
どうかの判断を行い，更に，現行の規定とは異なった会社処理を適切なもの
として提案する可能性があることを意味する。この意味から，彼らは，更に，
ビッグエイトとその他の監査事務所との行動の差異が存在することを期待し
た⑥のような調査を追加したのである 13)。
13)アメリカの文献では，明らかにこの見解が支持されている。彼らはその例と
して以下のものを挙げている N.Dopunch and D. Simnic, Competition in 
Auditing: an Assessment, Fourth Symposium on Auditing 珈 earch,Univ-
ersity of Illinois, 1982: L. E. De Angelo, "Auditor Size and Audit Quarity," 
Journal of Accounting and Economics, August 1981: W. A. Wallace, "The 
Economics Role of the Audit in Free and Regulated Markets, "Touche and 
Ross, 1980: G. J. Benston, "The Market for Publc Accounting Services: 
Demand, Supply and Regulations," Journal of Accounting Public Policy, 
Spring 1985. 
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これらの 6つの期待によって質問 1, 3, 6, 9, 1, 12, 13及び14が設
定されたが，質問4, 5, 7, 8及び10については，彼らの財務担当取締役
の調査の結果との比較ができるように追加された。また，彼らは，イギリス
の監査人が実務上どのように真実かつ公正な概観の要求を運用しているのか
にのみ興味があったので，熟考した結果，回答者に対して真実かつ公正の定
義を示すように要求しなかった。
次に示すものが，その質問票である14)。
非公開かつ秘密
ICAEWの研究のための監査人への質問票
社長名
事務所の名称
事務所における回答者の地位
回答日
注：この質問票は大きな被監査会社に関連するよう意図されている。
質問
1 (a)被監査会社の財務諸表が真実かつ公正な概観を提供することを保証す
るために，貴事務所は会社法の詳細な規定及び会計基準への準拠をテスト
するために利用する手続きとは異なる手続きを取っていますか。
イエスロ
ノーロ
1 (b)もし「イエス」なら，貴事務所の監査マニュアルに関連させて，その
詳細を教えて下さい。
1 (c)もし貴事務所がその様な手続きを取らないなら，貴事務所がそれらを
14) Parker=Nobes, 1991, pp. 360-1. 
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必要でないと考える理由を説明して下さい。
2 1981年会社法によって最初に導入された詳細な様式及び評価）レールは，
被監査会社の財務諸表が真実かつ公正な概観を提供していることを貴事務
所が保証するために行なう諸手続きを変更しましたか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
3 被監査会社の財務諸表が真実かつ公正であるか否かを判断する際に，貴
事務所は「真実」であるものと「公正」であるものとを区別しますか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を救えて下さい。
4 過去5年以内に，被監査会社は真実かつ公正な概観を提供するために会
計基準から離脱することを希望しましたか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
5 過去 5年以内に，貴事務所は真実かつ公正な概観を提供するために会計
基準から離脱するように被監査会社を説得しましたか。
イエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
6 貴事務所は1985年会社法の第223条第3項をどのように理解しますか。
特に，計算書に影響を及ぼす要求のうちどれが，「会社の計算書あるいは脚
注に含まれる事柄に関する本法のすべての他の要件」以外になりますか。
第224条第3項と係わらせて，質問 7及び8で述べられている会社法の詳
細な会計規定を解釈して下さい。
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7 過去 5年以内に，被監査会社が真実かつ公正な概観を提供するために会
社法の詳細な会計規定の一つから離脱することを希望しましたか。
イエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
8 過去 5年以内に，貴事務所が真実かつ公正な概観を提供するために会社
法の詳細な会計規定から離脱するように被監査会社を説得しましたか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
9 貴事務所は，公正な計算書を提供しようとする取締役及び監査人を妨げ
る規定を1985年会社法が含んでいることを信じますか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，詳細を教えて下さい。
10 過去5年以内に，被監査会社が（財務諸表上の数値を変更せずに）真実
かつ公正な概観を提供するために追加的な情報を提供しましたか。
ィエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら， (a)その詳細を教えて下さい。 (b)あなたは被監査会
社にそうするように説得しましたか。
11 1971年以降公表された SSAPsは，被監査会社の財務諸表が真実かつ公
正な概観を提供しているかどうかをテストするために貴事務所が利用して
いる手続きを変更させましたか。
イエスロ
ノーロ
もし「イエス」なら，その詳細を教えて下さい。
12 貴事務所は，計算書が真実かつ公正な概観を提供していることを保証す
14(90) 第 37巻第 2 号
るために，被監査会社の取締役に依存しますか。
完全にロ
部分的にロ
全くなし口
13 貴事務所は，取締役の意見の欄で，計算書が真実かつ公正な概観を提供
していることを述べた陳述を提供することを会社に要求していますか。
ィエスロ
ノーロ
14 貴事務所は，被監査会社の取締役に対して，真実かつ公正な概観を提供
するという要求に従っていることを正式に認め，かつ，当該取締役によっ
て署名された陳述書を年次計算書に添付するように法の変更を支持します
か。
ィエスロ
ノーロ
4. 調査結果とその検討
(1) 調査結果
調査は14の択ー式の質問を設けていたが，その結果は表1に示されている。
質問
表1 択ー式質問に対する回答
イエス一部分イエス及びノー
ノー
1. 真実かつ公正な概観をチェックする
ための特別の手続きを取ったか
2. 1981年法は真実かつ公正な概観につ
いての監査手続きを変更したか
3. 貴事務所は「真実」と「公正」を区
別したか
，? 11 
?
15 
16 
?
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4. 被監査会社は真実かつ公正な概親を 15 5 
提供するために基準からの離脱する
ことを望んだか
5. 貴事務所は SSAPsから離脱するよ 4 16 
うに被監査会社を説得したか
6. 被監査会社は真実かつ公正な概観を 14 6 
提供するために法の詳細な会計規定
から離脱をすることを望んだか
7. 貴事務所は法の詳細な会計規定から 8 12 
離脱するように被監査会社を説得し
たか
8. 会社法は真実かつ公正な概観に対す 8 12 
る障害物を含んでいますか
9. 被監査会社は真実かつ公正な概観を 19 1 
提供するために追加的な情報を提供
したか
10. SSAPsは真実かつ公正な概観のた 6 3 11 
めの手続きを変更したか
1. 貴事務所は真実かつ公正な概観につ ゜16 4 ゜いて取締役に依存したか
12. 貴事務所は真実かつ公正な概観に関 6 14 
して取締役から証書(letter)を要求
ているか
13. 法は真実かつ公正な概観を示してい 14 6 
ることを取締役に陳述させるように
変更されるべきである
＊回答がある点では「イエス」であるが，その他の点では「ノー」である場合．
回答は「イエス及びノー」に分類された。
(R. H. Parker and C. W. Nobes, "'True and Fair': UK Auditors'View," 
Acco四 t切:gand B匹切essResearch, Vol. 21, No. 84, 1991, p.352より）
以下では，択ー式の質問と同時に行われた記入式の質問事項について，私
見をまじえながら検討する。なお，記入式の質問事項については結論部分の
みが記載されているため，それに基づいて筆者が予想した部分が多々あるこ
とをお断りしておく。
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(2) 真実かつ公正な概観をテストするための別個の手続き 15)
前述したように，彼らの期待は監査事務所が法の詳細な会計規定及び
SSAPsへの準拠をテストするために利用されるものとは別個の手続きを取
らないことであった（期待の①）。表 1では， 9事務所が特別の手続きを取
り， 11事務所がある部分では取ったが他の部分では取らなかったことを報告
している。
特別の手続きを取ったと回答した事務所からは，以下のような説明があっ
た。真実かつ公正な概観についてのチェックを行うことが監査人の特別の責
任であるので，監査人は，おそらくそのような問題を被監査会社から提示さ
れ，判断を要求される（された）ので特別の手続きを取ること，また，監査
人の責任は計算書及びすべての潜在的に議論のある領域の監査を含んでいた
ことが何度も指摘されている。また，「合理性」及び大量かつ異常な利害関
係者取引の影響を考慮するためには，計算書を全般的に監査する必要が存世
することを示唆している。
11の監査事務所はある面でイエスであり他の面ではノーであったと回答し
ているが，それは，この問題がイエスかノーかの割り切った回答が出来ない
ためである。例えば，これらの回答者の一人は，そのような特別の手続きを
取らなかったが，種々の会計問題を検討することが自ずから「真実性及び公
正性」を検討することになることを述べている。
また，彼らは，法の詳細な会計規定や SSAPsの複雑さは以前より増した
が，監査事務所は真実かつ公正な概観をチェックするために利用される監査
手続きを変化させなかったことを， 予想した（期待③）。ほとんどの回答者
は，従来からのチェックリストに多くのポイントを追加したが，真実かつ公
正な概観のチェッキングのための従来からの手続きは変更しなかった，と述
べている。また，真実かつ公正な概観をチェックする必要性はほとんど存在
15) Ibid., pp. 352-3. 
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しないが，質問事項の中の「特別の」チェックの意味が不明なので回答でき
ないと答えた回答者がいる。また，一人の回答者は，会社法が「ルール・プ
ック」的アプローチ，即ちマニュアルに従って会計処理をする方法，を奨励
しているようであることに注目している。
また，多くの回答者は， SSAPsが徐々に拡張されてきたことが， SSAPs
に準拠するためのチェックリストを一層詳しくしただけでなく，真実かつ公
正な概観を提供しているかどうかをチェックするための手続きを変更させた
ことを報告している（これについては質問11参照）。変更したと述べた回答
者によれば， SSAPsによって種々の会計処理の中から選択できる会計処理
が限定されたことによって，真実かつ公正な概観が提供されているかどうか
のためのチェックの必要性は今日ほとんどないことを報告している。即ち，
基準の数が増えたことは，「議論の領域を最小化」したのである16¥
しかし， SSAPsが設定された結果として， 真実かつ公正な概観の意味が
変化してしまったと述べた回答者もいる。例えば，ある監査人は，真実かつ
公正がそれぞれの SSAPsと共に進展し，追加的な領域を取り込んでいると
述べている。例えば， A という会計処理と B という会計処理があり， 現
在， A の会計処理のみが SSAPsで認められているとすれば， Bの会計処
理を行えば，それは今「真実かつ公正」でないだろうし，その表示は不公正
となる。しかし， SSAPsが後に改訂され， Bの会計処理のみが認められる
なら，大きな変更を生み出すことになる。 また， SSAPsが設定されていな
い領域に SSAPsが設定された場合，認められていた会計処理が認められな
い会計処理となり， SSAPsで採用された方法が真実かつ公正な概観とな
る。
他の回答者は， SSAPsが設定された結果として，利用者はそれが当然に遵
守されるであろうという期待を持つことになるが，「抜け穴(loop-holing)」
16)この点は， ASCが意図したことであった。即ち， SSAPsは議論となる点を最も
少なくするように設定されてきた。
18(94) 第 37巻第 2 号
のためのより多くの余地，即ち解釈の余地が存在することを，述べている17)0 
(3) 公正性に対するものとしての真実性18)
前述したように，彼らは監査事務所が「真実」であるものと「公正」であ
るものとを区別しないことを期待した（期待③）。事実， 大多数の回答者は
真実性と公正性を区別できたし，実際に区別している。区別しなかったと回
答した 4事務所のうち 2つは区別をすることができたが，実際上そうしなか
っただけであると述べている19)。
なお，回答者による「真実性」及び「公正性」の解釈は表2に示されてい
る。この中で，「公正」は「真実」より一層異なった解釈を与えられている
ことを知ることができると共に，解釈上のニュアンスの相違がみられること
もわかる。
表2 「真実」及び「公正」の回答者の解釈
真実
事実に基づく (basedon fact) 
歪曲されない事実 (undistortedfacts) 
正しさ (correct)
ルールヘの準拠 (complieswith rules) 
事実と矛盾のないこと (notin conflict with facts) 
客観性 (objective)
重要性を内在した正しさ (correctwithin materiality) 
事象への固執 (adherenceto events) 
事実に基づいた正確さ (factualaccuracy) 
公正
誤解を生まないこと (notmisleading) (3回）
形式を超える実質 (substanceover form) (2回）
適切な反映 (properreflection) 
17)基準の精神よりむしろその文言に従って解釈し， 「適用のがれ」を図ることを意
味する。法律的に言えば，「立法趣旨に反して」となる。
18) Parker=Nobes, 1991, p. 353. 
19) Ibid., 4つの監査事務所は， その表現が「真実性」と「公正性」の2つ以上の用
途を兼ねたもの (theportm anteau)としている。
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正しい内容を生み出すこと (puttingin right context) 
基礎となっている現実との一貫性 (consistentwith underlying reality) 
現実に生じたことを理解する能力
(ability to understand what has really gone on) 
in accordance with rules m context) 状況におけるルールとの合致（
合理性 (reasonable)
正しい印象を与える (givesright impression) 
読者が正しいメッセージを受け取ったかどうか
(whether reader receives right message) 
(R. H. Parker and C. W. Nobes, "True and Fair': UK Auditors'View," 
Accounting and Business Research, Vol. 21, No. 84, 1991, p. 353より）
(4) 追加的情報20)
「真実性」と「公正性」を区別する一つの明確な方法は，財務諸表におい
て「真実性」（即ち，形式）を報告することであり，脚注に「公正性」（即ち，
実質）を追加することである。しかし，誰もこのような方法を取らなかった
と述べているが，真実かつ公正な概観の規定は，法の詳細な会計規定が直接
に要求しているものに加えて，情報を提供することも要求している（この点
については質問10も参照）。一般に， 追加的な情報を提供することは，離脱
よりも頻繁に行われている。ほとんどの回答者は，監査事務所が被監査会社
に対してそれを開示するように奨励あるいは説得しなければならないという
例，そしてそれらのほとんどについて追加的な情報を提供しているという例
があることを述べている。
その特別の開示の例として，オフ・バランスシート・ファイナンスに関す
る見積の説明，在外子会社・関連会社が連結されなかった理由の説明，異常
性の性質の説明，偶発債務や種々の責任が存在することの説明，長期請負契
約に関する利益の計算方法（工事進行基準か工事完成基準か）の説明．関係
者取引の説明．非継続企業の建物の評価の説明等があげられている。このよ
20) Ibid., p. 353. 
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うな特別に開示される項目は，法あるいは SSAPsによって規定されていな
い領域において最も多い。
(5) 法及び基準からの離脱21)
ほとんどの監査事務所は，過去 5年において真実かつ公正な概観を提供す
るために，被監査会社が SSAPs及び法の詳細な会計規定から離脱すること
を望んだことを報告している（質問 4及び7)。 2監査事務所は， 被監査会
社が法の詳細な会計規定から離脱することを説得によって思いとどまらせた
ことを報告している22)0 
実際の離脱の事例を示す前に，理解しておかなければならないのが，次の
2つの離脱の種類の区別である23)。ただし，ここでは貸借対照表と損益計算
書の重要でない様式の変更は離脱とはみなされていない。
① 一般的離脱 (generaldepartures) 
SSAPsに準拠することによって法の詳細な会計規定に違反する可能性を
生み出す場合，即ち，法の詳細な会計規定より SSAPsを重視する場合で，ほ
とんどすべての会社によって行われている離脱である。この一般的離脱の
代表的な例をあげれば， SSAP 19「投資不動産の会計 (Accountingfor 
Investment)」では，投資不動産は減価償却を行わず，期末に市場価値で貸
借対照表に計上することが規定されている。 これに対して， 会社法では有
限の経済的耐用年数を持つすべての固定資産は減価償却を行うことが規定さ
れている。従って， 真実かつ公正な概観を提供するという優先的な目的の
ために SSAP19を適用するならば，法の詳細な会計規定から離脱すること
21) Ibid., p. 354. 
22) Ibid., 彼らはそれを潜在的な「法の破壊者 (Jawbreakers)」と呼んでいる。更に，
無論，真実かつ公正な概観を提供するために，法に違反することが必要であること
も指摘し，真実かつ公正な概観を提供することが， しばしば，監査人が「法の破壊
者」を容認するあるいは奨励することになると説明している。
23) Ibid., p. 354. 
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になる 24)0 
③ 特別の離脱 (specificdepartures) 
特定の会社に固有の問題から生じる離脱である。この離脱の原因について
の回答例は SSAPs及び法の詳細な会計規定に区分して例示すれば以下のよ
うになる25)0 
まず， SSAPsから離脱した例として， 前述したように SSAP19「投資
不動産の会計 (Accountingfor Investment)」では投資不動産を期末に再
評価するように要求されているが，その再評価を行わなかった例が2例報告
されている。 SSAP10「資金計算書(Statementof Source and Apprica-
tion of Funds)」では計算書として損益計算書， 貸借対照表と並んで資金
計算書の作成を要求しているが，それを作成しなかった例が報告されている。
SSAP9「棚卸資産及び長期請負契約(Stocksand Long-term Contracts)」
では，長期請負契約において工事進行基準が利用されることを要求している
が，工事完成基準を利用した例が報告されている。 SSAP12「減価償却の会
計 (Accountingfor Depreciation)」では，経済的耐用年数のある固定資
産については減価償却が要求されているが，減価償却が行われなかった例が
報告されている26)0 
次に，法の詳細な会計規定から離脱した例としては，未実現利益を利益と
24) SSAP 19, Accounting for Investment, para. 17: 田中弘，原光世訳「イギ
リス会計基準書」中央経済社 1990年 257項参照。
25) Parker=Nobes, 1991, pp. 354-5. なお，これらの例は稀であるといわれている。
26) Ibid., p. 355. これら以外にも，その詳細な内容はいずれも不明であるが，異常及
び例外項目 (3例） SSAP 6), 同意された契約以前に利益を算入すること (2例）
(SSAP 2), 砂糖の基礎在庫(2例）(SSAP 9), 在外「関連会社」への重大な影響の
欠如 (SSAP1), 例外項目として扱れわた重要でない項目 (SSAP6), 過年度項目
(SSAP 6), 実現した価値で評価された紅茶の在庫 (SSAP9), 売価マイナス原価で
評価されたウールの在庫 (SSAP9), 値付け (SSAP9), 短期契約にかかわる利益
の算入（改訂前の SSAP9), 繰延税金の完全な会計 (SSAP15)があげられてい
る。
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しないこと (1985年会社法付則第 4第12条(a))が定められているが，それを
算入した例が2例報告されている。総額主義の原則 (1985年会社法付則第4
第 5条）が定められているが，費用と収益を相殺した例が報告されている。
様式に関して，負債と資本の区別をしなかった例が2例報告されている27)0 
興味を引かれることに，いくつかの事務所は，被監査会社が SSAPsから
（質問 5に対する 4回答者）， そして，法の詳細な会計規定から（質問 8に
対する 8回答者）離脱するように奨励あるいは説得している。その詳細な説
明は行われていないが，回答者によって示された（完全なリストとしての例
示ではなく意図された）例は， SSAPsについては， 連結のための取得及び
処分の日付(SSAP14)の例がある。また，同様に詳細な説明はされていな
いが，法の詳細な会計規定については，オフ・バランスシート項目を訂正す
るため (3例）があげられている。
以上の離脱の例示は簡単には分類することができないが，それらの多くは
その領域は比較的新しい領域（例えば， オフ・バランスシート項目）， 論争
がある領域（例えば，棚卸資産の評価， オフ・バランスシート項目）， ある
いは会計専門識にとっては是認されるが1981年に導入された法の詳細な会計
規定に合致していない領域，そして， SSAPsや法の詳細な会計規定がまだ
おかれていない領域である。また，海外で認められている基準と国内で認め
られている基準との差異があり， 海外の基準に準拠する場合もこの例とな
る。
(6) 真実かつ公正な概観の重要性の認識28)
回答者は，いくつかの事例で，真実かつ公正な概観が財務報告に重要な影
響を及ぼしていること，その場合，監査人が重要な役割を果たしていること
27) Ibid., p. 355. この他にも，情報を開示することの拒否した例， 子会社が連結さ
れなかった例，子会社でないものを連結した例があげられている。
28) Ibid., p. 354. 
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を示唆している。ほとんどの回答者は，真実かつ公正な概銀が法の詳細な会
計規定より優先する強力な手段 (powerfulmeans)であると考えている
（質問 6)。
一人の回答者は，真実かつ公正な概観の規定は単に計算書が予め決定され
たルールに従って作成されることではないことを示唆しているが，逆に，そ
の規定は取締役に法の詳細な測定， 表示及び開示要求を無視するような無
限の選択権を与えないことであることを示唆したテクニカルパートナーもい
る29)0 
回答者の約半数は，真実かつ公正な概銀を与えることを不可能にするいく
つかの障害物を含んでいることを認めている（質問 9)。取締役が法によっ
て守られている，あるいは監査人と取締役にとって，法はしばしば真実かつ
公正な概緞を非常に難しいものとしていると考える人もいる。また，法が会
計規定を詳細にしすぎることは公正性を欠くことになる，と述べた回答者も
いる。半分は，何も考えずに法の詳細な会計規定に撼拠することが非常に危
険であることを述べており，％は法の詳細な会計規定及 SSAPsが容易に覆
される可能性があることを憂慮している30)。
(7) 取締役と監査人との関係31)
計算書が真実かつ公正な概観を示しているということについて誰にその第
一義的な責任があるのかというところから問題が生じる。一般的には，会社
法上の条文からは，計算書が真実かつ公正な概観を提供することを保証する
ことに責任のあるのは取締役であり，監査人でない。この関連で，監査意見
の形成にあり，どの程度監査人が取締役に依存すべきであるのか。完全に依
存してしまうと監査報告書は価値のないものになり，全く依存しないことは
29) Ibid., p. 354-5. 
30) Ibid., p. 354. 1989年会社法の子会社の定義が 1985年会社法の子会社のそれと異
なっていることが例として挙げらている。
31) Ibid., p. 351, pp. 355-6. 
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現実的に非常に難しい。
ある監査事務所の監督マニュアルによれば，すべてではないが，ある監査
事務所は「計算書は真実かつ公正な概観を提供している」というような表現
を取締役に要求することを示唆している。しかし，1983年7月に公表された監
査ガイドライン「経営者による説明(Representationsby Management)」32)
における説明文の例には，真実かつ公正な概観の表現は示されていない。こ
れは，監査人が監査を行うにあたり，自らが合理的な結論を引き出し得るに
十分な適切かつ信頼し得る証拠を入手すべきであるが，その場合，経営者に
よる説明を記載した書状が一つのソースとなる。そのような書状に「計算書
は真実かつ公正な概観を提供している」という記載を要求する例示は示され
ていない。
前述したように，会社法上は，真実かつ公正な概観を提供する取締役の責
任が明確に規定されているので，取締役が改めて「計算書は真実かつ公正な
概観を示している」と説明することは不要であると，一般に主張される。し
かし，監査報告書上のみに「計算書が真実かつ公正な概観を提供している」
という文面を挿入することは，計算書の真実性及び公正性に第一義的な責任
のあるのが監査人であり，取締役でないことを読者に示唆することになるの
ではないかという懸念が生じることになる。
当然に，どの監査事務所も真実かつ公正な概観を保証するために完全に被
監査会社の取締役に依存していることは述べなかったし，逆に，誰も取締役
をまったく信頼しなかったとは述べなかった（質問12)。 また，回答者は，
とりわけ被監査会社が多くの資格のあるアカウンクントを雇用している場合
には，種々の見積の根拠を理解するためにそして被監査会社についての内部
的知識を得るために取締役に依存したことを述べた。にもかかわらず，取締
役の回答が検討されテストされている。もし監査人が取締役に信頼性が欠け
ていると感じるなら，取締役は依存されていないことになる。内部統制シス
32) APC, Auditing Guidine, Representations by Management, July 1983. 
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テムが健全であると思われる場合には，取締役に一層の信頼がおかれる。故
に，何人かの監査人は真実かつ公正な概観のいくつかの側面について，複数
の取締役に依存している。
6監査事務所は，その計算書が真実かつ公正な概観を提供するという事実
について記載する際に，現実に被監査会社の取締役がその文面を提供するこ
とを要求している（質問13)。それに対して， ある回答者はそれに反対し，
その理由は，監査事務所が被監査会社の取締役にその文面を要求すること
は，監査人に対して過度にそれを保証するように感じるためであるとしてい
る。
しかしながら， 14事務所は，自らが作成する計算書が真実かつ公正である
ことを示すように取締役に対して法によって公に要求するべきであると考え
ている（質問14)。6事務所は，そのような要求が， その責任， そしてそれ
故，計算書上の取締役の署名の重要性を自覚している大会社にとってはあま
り有用でないだろうし，また，取締役は既に計算書に署名しているから，そ
れは不要であろうと考えた。しかしながら，他の回答者は，経験から，これ
は株主に配布する計算書を権威づけることであるか，あるいは，監査人に課
された単なる要求であると多くの人がみなしている，と述べていた。真実か
つ公正な概観を提供していることを被監査会社の取締役に語めさせるように
法律を変更させることを一部の監査人が好んでいるにもかかわらず，取締役
に対して私的な追認をまだ求めていないことは少々おかしいと思われる。こ
れは，後者（私的な承認）が監査証拠の収集の一部であるとみなし， 前者
（公的な承認）は株主に対する取締役の責任の計除の問題として考えられる
説明される。
(8) ビッグ・エイト対次J233)
ビッグ・エイトと次12のイギリスの監査事務所の行動との間の差異を発見
33) Parker=Nobes, 1991, p. 356. 
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することを彼らは期待した（期待⑥）。その結果は，表3に示されている（な
ぉ，下表の TFVは「真実かつ公正な概観」を略したものである）。
表3 ビッグエイト及び次12
質問 ビッグエイト次12「イエス」
「イエス」
（表1を見よ） ％ ％ 
2. 1981年法は TFVのための手続きを変更 25 25 
しましたか
3. あなたは「真実」と「公正」とを区別し 87. 5 75 
ますか
4. 顧客は TFAを提供するために基準から 87. 5 66. 7 
離脱することを望みましたか
5、 事務所は顧客が基準から離脱するように 25 16. 7 
説得しましたか
7. 顧客は TFVを提供するために法律から 87. 5 58. 3 
離脱することを望みましたか
8. 事務所は顧客が法から離脱するように説 62. 5 25 
得されましたか
9. 法は TFVに対する障害物を含んでいま 50 33. 3 
すか
10. 顧客は TFVを提供するために一層多く 100 91. 7 
の情報を提供しましたか
13, 事務所は取締役から TFVにかんしての 37.5 25 
文字通りの意味を要求しましたか
14, 法は取締役に TFVを述べることを要求 87.5 58.3 
するように変更すべきですか
(R. H. Parker and C. W. Nobes, "'True and Fair': UK Auditors'View," 
Accounting and Business Research, Vol. 21, No. 84, 1991, p. 356より）
なお，参考までに，この表の元となったすべての質問項目についての区別
を示しておくこととする（なお， 下表の TFVは「真実かつ公正な概観」
を略したものである）。
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監査事務所の大きさによる選択式質問に対する回答
最初の数値はビッグ・エイトで， （ ）の数値は次12である）
（回答者の比率）
イエス 部イエス及び ノー
ノー
1. TFVをチェックするための 62.5(75) 37.5(25) 
特別の手続き
2. 1981年法は TFVのための手 25(25) 75(75) 
続きを変更しましたか
3. あなたは「真実」と「公正」と 87.5(75) 12.5(25) 
を区別しますか
4. 顧客は TFVを提供するため 87.5(66.7) 12.5(33.3) 
に基準から離脱する事を望み
ましたか
5. 事務所は顧客が基準から離脱 25(16. 7) 75(83.3) 
るように説得しましたかす
7. 顧客は TFVを提供するため 87.5(58.3) 12. 5(41. 7) 
に法律から離脱する事を望み
ましたか
8. 事務所は顧客が法から離脱す 62. 5(25) 37.5(75) 
るように説得されましたか
9. 法は TFVに対する障害物を 50(33.3) 50(66.7) 
含んでいますか
10. 顧客は TFVを提供するため 100(91. 7) 0(8.3) 
に一層多くの情報を提供しま
したか
1. 基準は TFVのために手続か 25(33.3) 25(8.3) 50(58.3) 
きを変更しましたか
12. 事務所は TFVについて取締 0(0) 62. 5(91. 7) 37. 5(8. 3) 0(0) 
役に依存していますか
13. 事務所は取締役から TFVに 37.5(25) 62.5(75) 
かんしての文字通りの意味を
要求しましたか
14. 法は取締役に TFVを述べる 87.5(58.3) 12. 5(41. 7) 
ことを要求するように変更す
べきですか
(R. H. Parker and C. W. Nobes, "'True and Fair': UK Auditors'View," 
Accounting and Bisiness Research, Vol. 21, No. 84, 1991, p. 359より）
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これらの質問のうち，質問2の回答を除いて， ビッグ・エイトは次12以上
に「イエス」と回答した。 しかしながら， 質問 8と9を除けば， 大多数の
「イエス」回答あるいは大多数の「ノー」回答について，ビッグ・エイトと
次12は意見が一致していることは注目される。
質問 8は，法の詳細な会計規定から離脱するよう顧客に対して説得したか
という質問であったが， 結果は，ビッグ・エイト (62.5%の「イエス」）が
次12(25彩の「イエス」）より多く説得したことを示している。 ビッグ・エ
イトと次12の双方は，主に離脱したい被監査会社及び追加的な情報を提供し
たい被監査会社に関連した質問 (4, 7及び10)に対して， 「ノー」以上に
「イエス」の回答をした。当然，大きな監査事務所は，非常に大きな被監査
会社の監査を行っているので例示は簡単に示すことができる。
質問 9は，法は真実かつ公正な概銀の潜在的な障害物を含むと考えるかど
うかを質問している。ビッグ・エイトの半分はそう考えたが，次12のうち 4
事務所のみがそう考えている。
質問14は，計算書が真実かつ公正な概観を提供することを取締役に述べる
ように要求するように法が変更されるべきであるかどうかについて質問して
いる。これについては，次12(58.3彩）よりビッグ・エイト (87.5彩）から
多くの支持を得ている。
(9) 取締役と監査人の比較34)
前回行われた取締役の調査におけるいくつかの質問事項と今回行われた監
査人に対する質問項目との対比が表4で行われている。
この結果の中で，最も興味のある意見の差異は「真実」が「公正」と区別
されるかどうかで，財務担当取締役はわずかその17彩が区別をしたが，監査
人の80彩が区別をしている。ほとんどの財務担当取締役は資格をもったアカ
ウンクントであるが，彼らの真実かつ公正な概観に対するアプローチはこの
点で監査人のアプローチと大きく異なっていると思われる。彼らの前回の調
34) Ibid., pp. 356-7. 
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表4 取締役と監査人
取締役監査人
「意見」 彩 ％ 
真実と公正との間の区別 17 80 
「事実」
真実かつ公正のために 14 70 
法の詳細な会計規定から離脱した被監査会社
真実かつ公正のために 32 75 
SSAPsから離脱した被監査会社
真実かつ公正のために 32 95 
より多くの情報を提供した被監査会社
真実かつ公正についての 65 30 
ステイトメントを提供した取締役
なお，監査人は被監査会社の範囲に限定した報告である。
(R. H. Parker and C. W. Nobes, "'True and Fair': UK Auditors'View," 
Accounting and Business Research, Vol. 21, No. 84, 1991, p. 357より）
査では，ほとんどの財務担当取締役が真実及び公正を区別しない理由は，彼
らのルールを守っていればよいとするルール志向主義を原因としていたこと
が，示唆されていた。これは，監査人と取締役との行動の相違の主たる原因
が，異なる真実の解釈よりむしろ，監査人が取締役のそれとは異なる公正の
解釈を持っていることであることを意味すると思われる。
表4において検討された後半の4つの項目は事実の問題とかかわりがあり，
最初の 3つは，離脱と追加的な情報の提供に関連している。いずれも監査人
の比率は明らかに財務担当取締役より高い。これは予想されたことで，財務
担当取締役は彼ら自身の会社の例について質問に答えていたが，監査人は事
務所が監査を行った被監査会社の事例に基づいているから，多くの被監査会
社を抱えていればその事例が多くなるのは当然である。監査人の大多数は，
真実かつ公正な概観を提供するために，被監査会社が法の詳細な会計規定及
び SSAPsから離脱したことを報告し，そして，追加的な情報のほとんどす
ペての報告例を提供していたが，当然，監査人にとって知られているこれら
の例は，表4が示すように，少数の会社から生じると思われる。
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最後の比較についてはほとんど説明ができない。取締役の65%は，監査人
に真実かつ公正な概観を追認するステイトメントを提供していると述べてい
るが，監査事務所のわずか30%は，彼らがそれを顧客に要求していることを
述べている。これは，平均以上の大きな被監査会社を担当する監査人がその
様なステイトメントを求めがちであると一般に説明される。確かに，表4は，
次12の監査人 (25%)より多くのビッグ・エイトの監査人 (37.5%)はステ
イトメントを求めているが，この差異はこのことを説明するに十分ではない。
仮の説明は，取締役が非公式なステイトメントに言反し，監査人が公式なス
テイトメントに言及することである。別の説明は，その様なステイトメント
が2つの調査の間で短期的にその数において減少したことである。
5. 結びに代えて
以上，監査人による真実かつ公正な概観の理解を彼らの調査を手がかりと
して考察してきた。これらから理解できたことは，真実かつ公正な概観の理
解は微妙にそれぞれ異なっており，完全な合意は得られないということであ
る。また，作成する側から計算書が真実でかつ公正な概観であると判断して
法の詳細な会計規定あるいは SSAPsから離脱する場合でも，監査人の側か
らはそのような計算書が真実かつ公正な概観を提供していないと判断して，
被監査会社を説得して離脱させなかったという例が存在したように会計の専
門家としての判断を下すという意味での監査人の重要性を知ることができ
た。
しかし，かつて，イギリスにおいて半成工事の期末評価の問題が生じたと
きに「真実かつ公正な概観」を提供するという最優先の要求（大義名分）に
よって，法の規定（流動資産については原価ーー取得原価あるいは製作価額
ー一あるいは時価＿正味実現可能価額ー一のいずれか低い方の価額で評価
すること及び損益計算書に計上される利益は期末までに実現された利益であ
ること）から離脱して， SSAP9 (工事進行基準を採用し，そこで算出され
た見積利益を棚卸資産としての半成工事原価に加算する）の規定に従うべき
監査人による真実かつ公正な概観の理解について（笹倉） (107)31 
であるという主張が行われたことである35)。すなわち，棚卸資産を原価ある
いは時価（法の詳細な会計規定）ではなく，原価プラス工事進行基準によ
る見積利益 (SSAP9)によって評価し，さらに， 未実現利益の意味の解釈
が問題とはなるが， 未実現利益を導入することとなる工事進行基準の否認
（法の詳細な会計規定）ではなく， 工事進行基準による未実現利益を容認
(SSAPs)するという，主張がおこなわれた。
この点について， N obes-Parkerは，「真実かつ公正な概観の要求が監査
人による現行の法の詳細な会計規定及び SSAPsへの準拠ではなく，非常に
新しいかあるいは論争があるため，まだ確立されたルールが存在しない問題
についてどのような会計処理があるかについての監査人の見解への準拠を得
るための手段として利用されること」36) だけではなく，更に，真実かつ公正
な概観は「監査人が公正と考えるものを実行するために，監査人によって，
既に設定されている）レールを修正するためにも利用されている。真実かつ公
正について主張することは，法の詳細な会計認定あるいは SSAPsの変更よ
り一層即座にそして容易に監査人に利用可能である」37) と述べている。この
ような考え方をつきつめていけば， 真実かつ公正な概観を提供するために
は，法及び SSAPsから無条件で離脱してもよい（あるいは， すべきであ
る）とする主張が行われる危険性，それも，ある場合には，悪意を持ってそ
のような離脱が行われる危険性がある。
この「真実かつ公正な概観」という方式による会計規制方式は，例えば真
実かつ公正な概観が容器とたとえられ，そこには種々のもの（法の詳細な会
計規定及び SSAPsあるいは種々の会計処理等）を入れることができ，その
上，中に入れられるものは容易に取り替え可能であるという意味で，状況に
35) Holgate, P. "SSAP 9 and the Companies Acts ..impasse ?," Accountancy, 
April 1983, p. 19, この経緯については，田中弘著『イギリスの会計基準」中央経
済社 1991年 67-77項が詳しい。
36) Ibid., p. 357. 
37) Ibid., p. 357. 
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応じて適切な会計処理が可能であり，極めて敏捷性に富み，弾力的であると
いう特徴•利点をもっている。しかし，その反面，先に指摘したように悪用
されやすい面も持っているということができる。先に指摘したように，被監
査会社等のその悪用を回避する役割を担っているのは監査人であり，その責
任は重大であると言える。
